
                                       

 

 

平成２５年４月２３日 

 

一般社団法人美容整体協会に対する景品表示法に基づく措置命令について 

 

消費者庁は、本日、一般社団法人美容整体協会（以下「美容整体協会」という。）に

対し、景品表示法第６条の規定に基づき、措置命令（別添参照）を行いました。 

美容整体協会自らが運営するウェブサイトにおいて行った「小顔矯正」と称する役

務に関する表示について、景品表示法に違反する行為（表示を裏付ける合理的根拠が

示されず、優良誤認に該当）が認められました。 

 

１ 美容整体協会の概要 

所 在 地 東京都中央区銀座三丁目１３番４号真光ビル４Ｆ－Ｂ 

代 表 者 代表理事 松村 一樹 

設立年月 平成２１年５月 

 

２ 措置命令の概要 

 ⑴ 対象役務 

「小顔矯正」と称する役務 

 

⑵ 対象表示 

ア 表示の概要 

(ｱ)  表示媒体 

   自らが運営するウェブサイト 

(ｲ)  表示期間  

   遅くとも平成２３年１０月頃以降 

(ｳ)  表示内容 別紙 

前記（ｱ）のウェブサイトにおいて、例えば、以下のとおり記載し、あたか

も、対象役務を受けることで頭蓋骨の縫合線が詰まるとともに、頬骨等の位置

が矯正されることによって、直ちに小顔になり、かつ、それが持続するかのよ

うに示す表示をしていた。 

    ○ 「小顔矯正」 

○ 「即効性と持続性に優れた施術です。」 

○ 「小顔矯正施術は骨に働きかけて、ほうごう線を詰めるだけでなく、主

にえらの骨や頬骨に優しく力を加え内側に入れていきます。いくらダイ

エットをしても骨格が変わらなければ小顔にも限界があります。その限

界をなくして理想の輪郭を手に入れることがでるのです。」 

News Release

1



 

 

 

イ 実際 

前記アの表示について、当庁は、景品表示法第４条第２項の規定に基づき、美

容整体協会に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示す資料の提出を求

めたところ、美容整体協会から資料が提出された。しかし、当該資料は当該表示

の裏付けとなる合理的な根拠を示すものとは認められなかった。 

  

⑶ 命令の概要 

ア 前記⑵アの表示は、対象役務の内容について、一般消費者に対し、実際のもの

よりも著しく優良であると示すものであり、景品表示法に違反するものである旨

を、一般消費者へ周知徹底すること。 

イ 再発防止策を講じて、これを役員及び従業員に周知徹底すること。 

ウ 今後、表示の裏付けとなる合理的な根拠をあらかじめ有することなく、同様 

の表示を行わないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本件に対する問合せ先】 

消費者庁表示対策課 担当者：冨澤、花遊、関口 

電   話    ０３－３５０７－９２３９ 

ホームページ     http://www.caa.go.jp/ 
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不当景品類及び不当表示防止法（抜粋） 

（昭和三十七年法律第百三十四号） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、商品及び役務の取引に関連する不当な景品類及び表示による顧客の

誘引を防止するため、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれのあ

る行為の制限及び禁止について定めることにより、一般消費者の利益を保護することを

目的とする。 

 

（不当な表示の禁止） 

第四条 事業者は、自己の供給する商品又は役務の取引について、次の各号のいずれかに

該当する表示をしてはならない。 

一 商品又は役務の品質、規格その他の内容について、一般消費者に対し、実際のもの

よりも著しく優良であると示し、又は事実に相違して当該事業者と同種若しくは類似

の商品若しくは役務を供給している他の事業者に係るものよりも著しく優良であると

示す表示であつて、不当に顧客を誘引し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択

を阻害するおそれがあると認められるもの 

二 商品又は役務の価格その他の取引条件について、実際のもの又は当該事業者と同種

若しくは類似の商品若しくは役務を供給している他の事業者に係るものよりも取引の

相手方に著しく有利であると一般消費者に誤認される表示であつて、不当に顧客を誘

引し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがあると認められ

るもの 

三 前二号に掲げるもののほか、商品又は役務の取引に関する事項について一般消費者

に誤認されるおそれがある表示であつて、不当に顧客を誘引し、一般消費者による自

主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがあると認めて内閣総理大臣が指定するもの 

 

２ 内閣総理大臣は、事業者がした表示が前項第一号に該当するか否かを判断するため必

要があると認めるときは、当該表示をした事業者に対し、期間を定めて、当該表示の裏

付けとなる合理的な根拠を示す資料の提出を求めることができる。この場合において、

当該事業者が当該資料を提出しないときは、第六条の規定の適用については、当該表示

は同号に該当する表示とみなす。 

 

（措置命令） 

第六条 内閣総理大臣は、第三条の規定による制限若しくは禁止又は第四条第一項の規定

に違反する行為があるときは、当該事業者に対し、その行為の差止め若しくはその行為

が再び行われることを防止するために必要な事項又はこれらの実施に関連する公示その

他必要な事項を命ずることができる。その命令は、当該違反行為が既になくなつている

場合においても、次に掲げる者に対し、することができる。 

一 当該違反行為をした事業者 

二 当該違反行為をした事業者が法人である場合において、当該法人が合併により消滅

したときにおける合併後存続し、又は合併により設立された法人 

三 当該違反行為をした事業者が法人である場合において、当該法人から分割により当

該違反行為に係る事業の全部又は一部を承継した法人 

四 当該違反行為をした事業者から当該違反行為に係る事業の全部又は一部を譲り受け

た事業者 

（参考１）
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（報告の徴収及び立入検査等）  

第九条 内閣総理大臣は、第六条の規定による命令を行うため必要があると認めるときは、

当該事業者若しくはその者とその事業に関して関係のある事業者に対し、その業務若し

くは財産に関して報告をさせ、若しくは帳簿書類その他の物件の提出を命じ、又はその

職員に、当該事業者若しくはその者とその事業に関して関係のある事業者の事務所、事

業所その他その事業を行う場所に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しく

は関係者に質問させることができる。  

２～４ （省略） 

 

（権限の委任） 

第十二条 内閣総理大臣は、この法律による権限（政令で定めるものを除く。）を消費者

庁長官に委任する。 

２～３ （省略） 

 

 

 

○ 不当景品類及び不当表示防止法第十二条第一項及び第二項の規定による権限の委任に

関する政令（抜粋） 
（平成二十一年政令第二百十八号） 

 

（消費者庁長官に委任されない権限）  

第一条 不当景品類及び不当表示防止法（以下「法」という。）第十二条第一項の政令で

定める権限は、法第二条第三項及び第四項、第三条、第四条第一項第三号並びに第五条

第一項（消費者委員会からの意見の聴取に係る部分に限る。）及び第二項の規定による

権限とする。 
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景品表示法による表示規制の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 
 景

品
表
示
法 

第
４
条
（
不
当
な
表
示
の
禁
止
） 

不
当
な
表
示 

○優良誤認表示（４条１項１号） 

商品・サービスの品質、規格その他の内容についての不当表示 

○有利誤認表示（４条１項２号） 

商品・サービスの価格その他取引条件についての不当表示 

不実証広告規制（４条２項） 

 消費者庁長官は、商品・サービスの内容（効果、性能）に関する優

良誤認表示に該当するか否かを判断する必要がある場合に、期間を定

めて、事業者に表示の裏付けとなる合理的な根拠を示す資料の提出を

求めることができる。 

⇒ 事業者が資料を提出しない場合又は提出された資料が

表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものと認められ

ない場合は、当該表示は不当表示とみなされる。 

①商品・サービスの内容について、一般消費者に対し、実際のもの

よりも著しく優良であると示す表示 

①無果汁の清涼飲料水等についての表示 

②商品の原産国に関する不当な表示 

③消費者信用の融資費用に関する不当な表示 

④不動産のおとり広告に関する表示 

⑤おとり広告に関する表示 

⑥有料老人ホームに関する不当な表示 

①商品・サービスの取引条件について、実際のものよりも取引の相

手方に著しく有利であると一般消費者に誤認される表示 

（参考２） 

○商品・サービスの取引に関する事項について一般消費者に誤認される

おそれがあると認められ内閣総理大臣が指定する表示（４条１項３号）

②商品・サービスの内容について、一般消費者に対し、事実に相違

して競争事業者に係るものよりも著しく優良であると示す表示

②商品・サービスの取引条件について、競争事業者に係るものよりも

取引の相手方に著しく有利であると一般消費者に誤認される表示
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消 表 対 第 １ ９ ５ 号 

平成２５年４月２３日 

 

一般社団法人美容整体協会 

代表理事 松村 一樹 殿 

 

                消費者庁長官  阿南 久 

            （公印省略） 

                              

不当景品類及び不当表示防止法第６条に基づく措置命令 

 

貴協会は、貴協会が供給する「小顔矯正」と称する役務（以下「本件役務」という。）

の取引について、不当景品類及び不当表示防止法（昭和３７年法律第１３４号。以下「景

品表示法」という。）第４条第１項の規定により禁止されている同項第１号に規定する不当

な表示を行っていたので、同法第６条の規定に基づき、次のとおり命令する。 

 

１ 命令の内容 

(1) 貴協会は、貴協会が一般消費者に提供する本件役務の内容に係る表示に関して、次

に掲げる事項を速やかに一般消費者に周知徹底しなければならない。この周知徹底の

方法については、あらかじめ、消費者庁長官の承認を受けなければならない。 

ア 貴協会は、本件役務を一般消費者に提供するに当たり、遅くとも平成２３年１０

月頃以降、自らが運営するウェブサイトにおいて、別表記載のとおり、「小顔矯正」、

「即効性と持続性に優れた施術です。」、「小顔矯正施術は骨に働きかけて、ほうごう

線を詰めるだけでなく、主にえらの骨や頬骨に優しく力を加え内側に入れていきま

す。」等と記載することにより、あたかも、本件役務を受けることで頭蓋骨の縫合線

が詰まるとともに、頬骨等の位置が矯正されることによって、直ちに小顔になり、

かつ、それが持続するかのように示す表示をしていること。 

イ 前記アの表示は、本件役務の内容について、一般消費者に対し、実際のものより

も著しく優良であると示すものであり、景品表示法に違反するものであること。 

 (2) 貴協会は、今後、本件役務又はこれと同種の役務の取引に関し、前記(1)記載の表示

と同様の表示が行われることを防止するために必要な措置を講じ、これを貴協会の役

員及び従業員に周知徹底しなければならない。 

 (3) 貴協会は、今後、本件役務又はこれと同種の役務の取引に関し、表示の裏付けとな

る合理的な根拠をあらかじめ有することなく、前記(1)記載の表示と同様の表示をして

はならない。 

 (4) 貴協会は、前記(1)に基づいて行った周知徹底及び前記(2)に基づいて採った措置に

別 添
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ついて、速やかに文書をもって消費者庁長官に報告しなければならない。 

 

２ 事実 

(1) 一般社団法人美容整体協会（以下「美容整体協会」という。）は、東京都中央区銀座

三丁目１３番４号真光ビル４Ｆ－Ｂに主たる事務所を置き、美容整体の施術等を営む

事業者である。 

(2) 美容整体協会は、手技により頭蓋骨の縫合線を詰め、骨を整えることにより、即効

性と持続性のある小顔効果が得られることを標榜する役務を提供している。 

(3) 美容整体協会は、自らが運営するウェブサイトにおける本件役務に関する表示内容

について、自ら決定している。 

(4)ア 美容整体協会は、本件役務を一般消費者に提供するに当たり、自らが運営するウェ

ブサイト（別添写し）において、遅くとも平成２３年１０月頃以降、別表記載のとお

り、「小顔矯正」、「即効性と持続性に優れた施術です。」、「小顔矯正施術は骨に働

きかけて、ほうごう線を詰めるだけでなく、主にえらの骨や頬骨に優しく力を加え内

側に入れていきます。」等と記載することにより、あたかも、本件役務を受けること

で頭蓋骨の縫合線が詰まるとともに、頬骨等の位置が矯正されることによって、直ち

に小顔になり、かつ、それが持続するかのように示す表示をしている。 

  イ 消費者庁長官は、前記アの表示について、景品表示法第４条第１項第１号に該当

する表示か否かを判断するため、同条第２項の規定に基づき、美容整体協会に対し、

期間を定めて、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示す資料の提出を求めたと

ころ、美容整体協会は、当該期間内に表示に係る裏付けとする資料を提出したが、

当該資料は、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものであるとは認められ

ないものであった。  

   

３ 法令の適用 

前記事実によれば、美容整体協会が自己が供給する本件役務の取引に関し行った表示

は、景品表示法第４条第２項の規定により、同条第１項第１号に該当する、本件役務の

内容について、一般消費者に対し、実際のものよりも著しく優良であると示すことによ

り、不当に顧客を誘引し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれ

があると認められる表示とみなされるものであって、かかる行為は、同項の規定に違反

するものである。 

 

４ 法律に基づく教示 

 (1) 行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第５７条第１項の規定に基づく教示    

この処分について不服がある場合には、行政不服審査法第６条の規定に基づき、こ 

の処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、書面により消費者 

2



                

 

庁長官に対し異議申立てをすることができる。 

(2) 行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第４６条第１項の規定に基づく教示

訴訟により、この処分の取消しを求める場合には、行政事件訴訟法の規定により、 

この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、国（代表者法務

大臣）を被告として、この処分の取消しの訴えを提起することができる。 

（注１）この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、

この処分の日から１年を経過すると、この処分の取消しの訴えを提起すること

ができなくなる。 

（注２）異議申立てをして決定があった場合には、この処分の取消しの訴えは、その

決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することが

できる。ただし、その決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内であっても、その決定の日から１年を経過すると、この処分の取消しの訴

えを提起することができなくなる。 
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表示内容 
・ 「小顔矯正」 

・ 「即効性と持続性に優れた施術です。」 

・ 「小顔矯正施術は骨に働きかけて、ほうごう線を詰めるだけでなく、主にえらの

骨や頬骨に優しく力を加え内側に入れていきます。いくらダイエットをしても骨

格が変わらなければ小顔にも限界があります。その限界をなくして理想の輪郭を

手に入れることがでるのです。」 

・ 「またほうごう線が開いたせいでリンパや血管を圧迫していた骨をあるべき位

置に戻すことにより、リンパの流れや血流がよくなり、むくみが取れ顔色がよく

なります。」 

・ 「エラ・頬・頭・面長など、気になる部分を骨から整えます。」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 別 表 
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別添写し 
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